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【資料２】 

 

 令和８年度テレビ広報等推進事業業務委託仕様書 

 

Ⅰ 目的 

 県の主要施策等について、県政テレビ広報番組で詳しく紹介するとともに、インターネ

ットメディアを組み合わせ、同一の情報を若・中年層向けに異なる手法で発信するなど、

媒体間で連携を図り、県政情報を分かりやすく発信する。 

 

Ⅱ 委託業務の内容 

１ 県政テレビ広報番組 

  次のとおり、県内民放３局で放送する県政テレビ広報番組を制作すること。 

（１）県政テレビ広報番組制作本数 

 年間１２本（月１本） 

※幅広い視聴者層に伝えるため、県内民放３局において放送する。 

（２）県政テレビ広報番組の構成 

番組の構成は次の①～③に示すほか、企画提案された内容を参考の上、県が決定 

する。 

① オープニング（１５秒程度）・エンディング（５秒程度） 

   ・番組にふさわしい音楽を使用し、県民に本番組の印象が残るよう工夫すること。 

   ・ＹｏｕＴｕｂｅ用動画の紹介を行うなど、インターネットメディアと連携してい 

    ることを表す内容を含めること。 

② 本編（２分３０秒程度） 

   ・県の主要施策等を、映像、音声、ナレーション・フリップ等を使い、県民に分か 

りやすく解説すること。 

   ・取り扱うテーマ（１テーマ）は、県が選定する。 

・台本は受託者側で作成すること。 

・テレビを視聴する幅広い世代に対し、魅力ある内容となるよう、構成・演出を工

夫すること。 

③ お知らせコーナー（４０秒程度） 

   ・県の催しや手続等を、ナレーション・フリップ等を使い、県民に分かりやすく解 

説すること。 

・取り扱うテーマ（２テーマ）は、県が選定し、原稿を提供する。 

・県民に分かりやすく伝えるよう工夫すること。 

（３）放送時間帯 

県内民放３局において、それぞれ毎月１回、放送する５分枠番組とし、放送委託

に関しては、県が別途各放送事業者と契約する。 

（４）番組名称 

「県政テレビ広報番組」を基本とし、「あきたびじょん」の文言は用いないものとす

る。ただし、これに代わる名称の提案も可とする。 
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（５）付加情報 

・手話通訳を挿入すること（手話通訳者の派遣、旅費及び撮影場所については県で 

手配する）。その他、撮影に係る経費については、受託者が負担すること。 

・放送内容が分かる字幕を付与すること。 

（６）放送名義 

次のとおりとする。 

企画・著作：秋田県 

制作：受託者 

（７）番組宣伝ＣＭ 

県内民放３局において、それぞれ年間を通じて使用できる１５秒ＣＭを制作するこ 

と。 

（８）番組の掲載等 

  制作した番組を県公式ＹｏｕＴｕｂｅチャンネルへ掲載すること。 

     

２ ＹｏｕＴｕｂｅ用動画 

（１）制作本数 

  年間１２本 

（２）ＹｏｕＴｕｂｅ用動画の内容 

 ・県政テレビ広報番組本編（２分３０秒部分）の番組テーマと同様のテーマでスピ 

ンオフ版をイメージして制作すること。 

・各動画は１本当たり２分以上の長さで制作するものとし、概ねの長さを提案する

こと。 

・脚本に工夫をこらすなど、県民、特に若年層の興味を引き、多くの方に視聴されるよう

な構成とすること。 

・効果的に字幕を入れるなど視認性を高めるほか、県政テレビ広報番組への視聴につなが

る構成・演出となるよう工夫すること。 

（３）ＹｏｕＴｕｂｅ用動画の掲載等 

  制作した動画を県公式ＹｏｕＴｕｂｅチャンネルへ掲載すること。 

 

３ ＹｏｕＴｕｂｅ用ショート動画 

（１）制作本数 

  年間２本以上とし、本数を提案すること。 

（２）ＹｏｕＴｕｂｅ用ショート動画の内容 

 ・ＹｏｕＴｕｂｅ用動画のスピンオフ版をイメージして異なった切り口でショート

動画を制作すること。 

・各動画は１本当たり６０秒までの長さで制作するものとする。 

・脚本に工夫をこらすなど、県民、特に若年層の興味を引き、多くの方に視聴されるよう

な構成とすること。 

・効果的に字幕を入れるなど視認性を高めるほか、県政テレビ広報番組及びＹｏｕＴｕｂ

ｅ用動画への視聴につながる構成・演出となるよう工夫すること。 
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（３）ＹｏｕＴｕｂｅ用ショート動画の掲載等 

  制作したショート動画を県公式ＹｏｕＴｕｂｅチャンネルへ掲載すること。 

 

４ ＹｏｕＴｕｂｅ広告等 

（１）広告の実施 

 ・１と２で制作した動画を活用し、ＹｏｕＴｕｂｅ広告を含むＳＮＳ広告を実施す

ること。 

 ・その他、効果的なウェブ・ＳＮＳ広告媒体があれば提案すること。 

・配信ターゲットは、原則として、秋田県在住の１０～５０代とすること。 

・広告の誘導先は、県公式チャンネルにアップロードしている県政テレビ広報番組、

又は２で制作したＹｏｕＴｕｂｅ用動画等、県が指定するコンテンツとすること。 

（２）目標設定 

・広告表示回数の目標値は、年間３５０万回以上とする。 

・動画総視聴回数（本編動画及び２で制作したＹｏｕＴｕｂｅ用動画）の目標値を提案す

ること。 

・以上の目標を達成するような出稿回数を提案すること。 

（３）効果測定 

・広告の運用状況と分析結果について、出稿ごとに県に報告すること。 

・運用方法等に課題があると判断した場合は、改善策を提案し、県と協議の上、実施

すること。 

 

５ 映像データの配付等 

   次のとおり、県内民放３局等へ県政テレビ広報番組の映像データを毎月搬入す

ること。 

 ・県内民放３局への県政テレビ広報番組映像データの搬入 

 ・別表に定める配付先へ県政テレビ広報番組映像データ等の配付 

 

別表 

配付物 内容 データ形式 配付数 配付先 

ＤＶＤ 番組映像等全編 mov 1 

県（広報広聴課） 

ＤＶＤ 番組映像等全編 mp4 1 

ＤＶＤ 

｢お知らせコーナー｣を削除編集

するなど、放送日以降の使用を前

提とした番組映像とその他映像

全編 

mov 各 9 

映像データ 

｢お知らせコーナー｣を削除編集

するなど、放送日以降の使用を前

提とした番組映像とその他映像

全編 

mp4 1 県（広報広聴課） 
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映像データ 番組映像等全編 mov 1 秋田ケーブルテレビ 

映像データ 番組映像等全編 mov 1 大館ケーブルテレビ 

映像データ 番組映像等全編 mov 1 ゆりほんテレビ 

・録画用ＤＶＤは県が提供する 

・映像データの配付（編集、データ送信）に掛かる経費は受託者の負担とする 

・データ形式や配付数に変更がある場合は、別途協議する 

 

Ⅲ 成果品の納入 

（１）各月の県内民放３局での放送終了後１０日以内に、次のものを提出すること。ただし、

令和９年３月分については、同月末日までの県が指定する期日までに提出すること。 

 ・Ⅱの１により制作した県政テレビ広報番組（ＤＶＤ等） 

 ・Ⅱの２により制作したＹｏｕＴｕｂｅ用動画（ＤＶＤ等） 

 ・Ⅱの３により制作したＹｏｕＴｕｂｅ用ショート動画（ＤＶＤ等） 

（２）各月のＹｏｕＴｕｂｅ広告等の実施後１０日以内に、次のものを提出すること。ただ

し、令和９年３月分については、同月末日までの県が指定する期日までに提出すること。 

 ・Ⅱの４により実施したＹｏｕＴｕｂｅ広告等の運用状況・分析結果報告 

  （製本１部、ＰＤＦ等のデータ） 

（３）委託業務終了後の県が指定する期日までに、次のものを提出すること。 

 ・Ⅱの１により制作した県政テレビ広報番組の一覧表（製本、ＰＤＦ等のデータ） 

 ・Ⅱの１により制作した番組宣伝ＣＭ（ＤＶＤ等） 

 ・Ⅱの２により制作したＹｏｕＴｕｂｅ用動画の一覧表（製本、ＰＤＦ等のデータ） 

 ・Ⅱの３により制作したＹｏｕＴｕｂｅ用ショート動画の一覧表（製本、ＰＤＦ等のデー

タ） 

 ・Ⅱの４により実施したＹｏｕＴｕｂｅ広告等の総合的な運用状況・分析結果報告 

  （製本１部、ＰＤＦ等のデータ） 

 ・その他県が必要と認める事項に関する報告（※独自提案に基づき実施したもの等） 

 

Ⅳ 契約に関する条件等 

１ 再委託等について 

（１）受託者は、本業務の全てを第三者に再委託し、又は請け負わせてはならない。 

（２）受託者は、本業務の一部を第三者に再委託することができるが、その場合は再委託

先の概要と責任者を明記し、再委託する業務の内容、再委託金額、再委託する理由を

事前に書面により提出して県の承認を得ること。 

（３）受託者は、（２）により再委託する場合には、秋田県内に主たる営業所を有するもの

の中から再委託先の相手方を選定するよう努めること。 

２ 企画提案書と追加業務について 

企画提案書等に記載された事項は、本業務の契約時の仕様書として扱うものとする。

ただし、本業務の目的を達するために修正する事項がある場合には、県と受託者との協

議により契約段階において項目を追加、変更、又は削除を行うことができるものとする。 

３ 業務の履行に関する措置 
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（１）別紙、標準業務工程に従って履行すること。 

（２）県は、本業務（再委託した場合を含む。）の履行について、著しく不適当と認められ

るときは、受託者に対してその理由を明示した書面を求め、必要な措置をとるべきこ

とを要求する場合がある。 

（３）受託者は、（２）の要求があったときは、当該要求に係る事項について決定し、その

結果を要求のあった日から１０日以内に県に書面で提出するものとする。 

４ 権利の帰属等 

（１）本業務による成果物（最終映像・投稿内容等）及び素材の著作権（著作権法第２７

条及び第２８条の権利を含む。）は県に帰属することとし、県政テレビ広報番組、動画

配信等で使用する音楽の著作権については、受託者の責任でこれを処理するものとす

る。 

（２）県は、受託者の承諾なしに成果物を加工・編集し、新たな資料映像等を制作するこ

とができるものとする。 

（３）受託者は県の承諾なしに、成果物及び素材を他に流用することができないものとす

る。 

５ 機密の保持 

受託者は、本業務（再委託した場合を含む。）を通じて知り得た情報を機密情報として

扱い、目的外の利用、第三者に開示、漏えいについて善良な管理者の注意をもってその

情報を管理・保持するものとする。また、契約終了後も同様とする。 

６ 関係法令の遵守 

受託者は、本業務（再委託した場合を含む。）を履行する上で、著作権、肖像権や個人

情報を取り扱う場合は、関係法令等を遵守すること。 

 

Ⅴ その他 

（１）本業務が完了するまでの間、その進捗状況の報告、問題点の協議・解決、本業務の履

行のために必要な事項等については、必要の都度、受託者と県が打合せを行いながら進

めることとする。 

（２）取材（映像の撮影を含む。）については、受託者が行う。 

（３）業務の概要は現時点での予定であり、受託者と協議の上、変更することがある。 
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別 紙
標準業務工程（令和８年度）

広報広聴課 広報を希望する原課 県政テレビ Yo u T u b e用 受 託 者
広報番組 動画

（１）企画構成（放送日の５週間前）
企画構成 (１)企画構成 ・広報広聴課と協議の上、企画構成を最終決定する。

（２）担当課との打合せの実施（YouTube用動画のみ）
打ち合わせ 打ち合わせ （２) ・台本作成及び収録に向け、広報を希望する各課を含め、

原課 打ち合わせを行う。
と打合せ ※県政テレビ広報番組は、広報広聴課と原課と打合せ

したものを受託者に伝達する。

（３）台本の作成（放送日の４週間前）
・企画構成を基本としながら、資料及び打ち合わせを基

確認・調整 (３)台本作成 に県政テレビ広報番組の台本案・ＹｏｕＴｕｂｅ用
動画等の台本案を作成する。県政テレビ広報番組の台
本は、撮影日の5日前には完成させるものとする。

取材・収録 （４）取材・収録先の確認
調 整 の調整・確認 (４)取材・収録先の確認・調整 ・県政テレビ広報番組とＹｏｕＴｕｂｅ用動画等の取材

・収録の調整を行う。

（５）取材・収録の実施（放送日の３週間前）
進行管理、 (５)取材・収録の実施 ・県政テレビ広報番組とＹｏｕＴｕｂｅ用動画等の取材

随時、進捗状況の報告 ・収録は受託者が責任を持って対応することとするが、
連絡・調整 広報広聴課もできる限り立ちあうものとする。

（６）編集
(６)編集 ・受託者は、取材・収録した内容を基に県政テレビ広報

番組とＹｏｕＴｕｂｅ用動画等の編集作業を行う。

確認 (７)広報広聴課と原課 （７）広報広聴課等との確認調整（放送日の２週間前）
内容最終確認 との確認調整 ・編集後の県政テレビ広報番組とＹｏｕＴｕｂｅ用動画

等の映像について、広報広聴課、広報を希望する
原課の確認を受ける。
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広報広聴課 広報を希望する原課 県政テレビ Yo u T u b e用 受 託 者
広報番組 動画

(８) （８）テレビ局への搬入（放送日３日前）
テ レ ビ 局 ・県政テレビ広報番組の完成した映像をテレビ局へ搬入
への搬入 する。（映像データを送付）

（９）動画掲載（放送日前日の平日）
（９）県公式YouTube ・県公式ＹｏｕＴｕｂｅチャンネルへ県政テレビ広報番
チャンネル掲載用 組及びＹｏｕＴｕｂｅ用動画等をアップロードする。
データの制作、掲載

（１０）YouTube広告等 （10）広告の実施（放送後の平日初日から）
の実施 ・ＹｏｕＴｕｂｅ広告等を実施する。

成果品受領 (１１)成果品の納入 （11）成果品の納入

・県政テレビ広報番組及びＹｏｕＴｕｂｅ用動画等を
ＤＶＤとして県へ納入する。

（１２）映像データの （12）映像データの配布等
配付など ・市町村等提供用のＤＶＤを作成し、県へ送付する。

・ケーブルテレビ、市町村へ映像データを送付する。

完了確認 (１３)広告モニタリング （13）広告結果報告（出稿ごとに）
・広告の運用状況と分析結果を広報広聴課へ報告する。


